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香港株式（ハンセン指数）が年初来安値を更新
中国政府の大手ＩＴ（情報技術）企業等に対する規制強化の動きを嫌気

 7月26日の香港株式（ハンセン指数）は前週末比4.1％下落し、年初来安値を更新。
 中国政府がネット企業を対象に集中的に取り締まりを行う意向を発表したことが主要因に。
 データ統制の強化を目的とする「データ安全法」の9月施行を前に、規制が強化される可能性もある。
 香港株式は当面、ＩＴセクターを中心に落ち着きどころを探る展開になるものと思われる。
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出所）図表1、2はブルームバーグデータ、図表3は各種情報をもとに

ニッセイアセットマネジメント作成

（1）ハンセン指数が年初来安値を更新
• 週明け26日の香港株式（ハンセン指数）は、前週
末比－4.1％の26,192.32ポイントで引け、年初
来安値を更新しました。当指数の7月月間（26日
時点）の騰落率は－9.1％となっています。主要
セクターの内、下げが目立つのが中国本土企業の
テンセントやアリババ・グループ等で構成される
ＩＴ（情報技術）セクターで、26日のＩＴセク
ター指数の騰落率は前週末比－6.7％、7月月間
（同上）では－16.4％と、いずれもハンセン指数
を超える下げ幅となっています（図表1、2）。

（2）下落の背景
• 中国政府は7月26日、ネット企業を対象に4分野
（独占禁止法の順守、利用者の保護、データ安全、
当局の運営許可）に関して、集中的に取り締まり
を行うことを発表しました。独占禁止法の順守で
は優越的な立場を利用して他の参入を妨げること
のないように、また、データ安全では利用者の個
人情報にかかわる重要なデータを暗号化すること
や、利用者の同意を得た上でデータの外部提供を
行うこと等を求めています。

• 中国政府はこれまで、寡占化による経済への悪影
響や重要情報の他国への流出等を警戒し、大手
ネット企業等に対する規制を強めてきました（図
表3）。26日の発表で、今後規制が一段と強化さ
れるとの懸念を投資家が強めたことが、株価下落
の主要因になったものと思われます。バイデン米
政権になっても、米中関係の改善が進んでいない
ことも影響している可能性があります。

（3）今後の見通し
• 中国政府は9月にデータ統制の強化を目的とする
「データ安全法」を施行します。それを踏まえ、
大手ネット企業等への監視の目が一段と強まるこ
とも予想されます。当面の香港株式は、先行きの
不透明感等から、ＩＴセクターを中心に落ち着き
どころを探る展開になるものと思われます。

図表1： ハンセン指数とＩＴセクター指数推移

図表2：ＩＴセクター上位5銘柄※等の騰落率

図表3：大手ネット企業等に対する規制強化の例
※21年6月末時点の時価総額上位銘柄
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データ期間：2020年11月1日～2021年7月26日（日次）

ハンセン指数（左軸） ITセクター指数（右軸）

（ポイント）

7月26日
（前週末比）

7月月間
（26日時点）

騰訊控股[テンセント] -7.7 -16.1
アリババグループ -6.4 -12.7
JDドットコム -7.8 -12.5
小米集団[シャオミ] -1.9 -4.3
網易[ネットイース] -13.3 -14.7

ハンセン指数 -4.1 -9.1
ＩＴセクター指数 -6.7 -16.4

企業名・指数名
騰落率（％）

対象企業 規制等の内容 時期

傘下の金融会社アントグループの新規公開延期 20年11月

独占禁止法違反で罰金処分 21年4月

美団[メイトゥアン]
（出前アプリ大手）

独占禁止法違反の疑いで調査開始 21年4月

滴滴出行[ディディ]
（配車アプリ大手）

国家安全上の理由から審査開始
個人情報の取り扱いを巡り、アプリの配信を停止

21年7月

満幇集団
[ﾌﾙ･ﾄﾗｯｸ･ｱﾗｲｱﾝｽ]

（ﾄﾗｯｸ配車ｱﾌﾟﾘ大手）

国家安全上の理由から審査開始 21年7月

アリババグループ
（ネット通販大手）

騰訊控股[テンセント]
（ネット大手）

音楽著作権の独占を禁止
傘下のゲーム動画配信会社の経営統合差し止め

21年7月
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• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
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• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
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ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）
ホームページ https://www.nam.co.jp/
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